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１ はじめに 

 
国や地方自治体の公会計制度は、現金の収支の管理を重視した単式簿記・現金主義会計が採用

されていますが、予算がどのように使われたかを明確に表示できる反面、過去から積み上げてき

た資産や債務などのストック情報が把握できない点や、減価償却や引当金などの概念がないため、

マネジメントのための情報が不足していると指摘されています。 
 
 このため、旧自治省（現在の総務省）は、平成 12 年に決算統計データを活用したバランスシー

トと行政コスト計算書の作成手法を提唱し、いわゆる「総務省方式」による財務書類が全国的に

普及しました。 
 
 その後、「行政改革の重要方針」（平成 17 年 12 月 24 日閣議決定）、「簡素で効率的な政府を実

現するための行政改革の推進に関する法律」（平成 18 年 6 月 2 日法律第 47 号）等に基づき、バ

ランスシート及び行政コスト計算書の活用等を一層進めるとともに、公営企業や第三セクター等

を含めた連結バランスシートの作成・公表に積極的に取り組むよう要請されてきました。 
 
これにより、地方公共団体は「新地方公会計制度研究会報告書（平成 18 年 5 月総務省）」に基

づき、複式簿記・発生主義の考え方の導入を図り、地方公共団体単体及び関連団体等も含む連結

ベースで「基準モデル」または「総務省改訂モデル」を採用し、貸借対照表、行政コスト計算書、

資金収支計算書、純資産変動計算書の４表を平成 21 年度までに整備することが求められました。

「基準モデル」と「総務省改訂モデル」の特徴および違いは次のとおりです。 
 

【基準モデル】 

 企業会計実務を基に、地方公共団体の特殊性を加味した作成手法です。財務書類を作成するの

に当たり、開始貸借対照表を固定資産台帳等に基づいて作成し、ストック・フロー情報を公正価

値で把握した上で、個々の歳入歳出データを発生主義により複式記帳して作成することを前提と

しています。このため、取引ごとに元帳・伝票に遡って検証が可能であり、より精緻な財務諸表

の作成が可能となります。 
 
【総務省改訂モデル】 

 目指す方向は「基準モデル」と同様であるが、各地方公共団体のこれまでの取り組みや作成事

務の負荷を考慮して、公有財産の発生主義による取引情報を、固定資産台帳や個々の記帳によら

ず、既存の決算統計情報を活用して作成することを認めている作成手法です。このため、開始貸

借対照表の整備が比較的容易であるが、公有財産等の貸借対照表計上額に精緻さを欠くという課

題も残っています。 
 
秩父市では平成１７年度からバランスシート等の作成・公表を行っておりますが、平成２０年

度からは、より精緻な財務諸表の作成を目指し、「基準モデル」を採用して財務４表の整備を行う

こととしました。 
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２ 財務４表の種類 

 
 
（１） 貸借対照表（Ｂ／Ｓ） 

貸借対照表は、会計年度末（基準日）時点で、地方公共団体がどのような資産を保有している

のか（資産保有状況）と、その資産がどのような財源でまかなわれているのか（財源調達状況）

を対照表示した財務諸表です。左右の合計額が一致する（資産＝負債＋純資産）ことから、「バラ

ンスシート」とも呼ばれます。貸借対照表により、基準日時点における地方公共団体の財政状態

（資産・負債・純資産の残高）が明らかにされます。 
 
 
（２） 行政コスト計算書（Ｐ／Ｌ） 

 行政コスト計算書は、一会計期間において、資産形成に結びつかない経常的な行政活動にかか

る費用（経常的な費用）と、その行政活動と直接の対価性のある使用料・手数料などの収益（経

常的な収益）を表す財務書類です。経常費用から経常収益を差し引いた差額により、地方公共団

体の一会計期間中の行政活動のうち、資産形成に結びつかない経常的な活動について税収等でま

かなうべき行政コスト（純経常費用（純経常行政コスト））が明らかにされます。 
 
 
（３） 純資産変動計算書（ＮＷＭ） 

 純資産変動計算書は、一会計期間において、貸借対照表の純資産の部に計上されている各項目

がどのように変動したかを表す財務書類です。 
純資産を減少させる要因としては、行政コスト計算書で算出された純経常費用（純経常行政コ

スト）などであり、純資産を増加させる要因としては、税収、国や県からの補助金などです。 
純資産の減少は「負担額」を次世代に先送りした（将来の負担を増やした）ことを意味し、純

資産の増加は「余剰額」を次世代に引き継いだ（負担が軽減された）ことを意味します。 
 
 
（４） 資金収支計算書（Ｃ／Ｆ） 

 資金収支計算書は、一会計期間における、地方公共団体の行政活動に伴う現金等の資金の流れ

を「経常的収支」、「資本的収支」、「財務的収支」の性質の異なる三つの活動に分けて表示した財

務書類です。 
 
 
 
 
 
 
 



【財務４表の関連】 

 

 

① 

② ③ 

 
 
 
① 貸借対照表の資産のうち「資金」の金額は、資金収支計算書の「期末資金残高」に対応しま

す。 
 
② 貸借対照表の「純資産」の金額は、純資産変動計算書の「期末純資産残高」に対応します。 
 
③ 行政コスト計算書の「純経常行政費用（純経常行政コスト）」の金額は、純資産変動計算書の

財源の使途のうち「純経常費用への財源措置」に対応します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 - 3 - 



 - 4 - 

３ 財務４表の作成対象範囲 

 
秩父市における財務４表の作成範囲は以下のとおりです。 
 

  

 
単 体 会 計 

連 結 会 計 

一般会計 （株）龍勢の町よしだ 

国民健康保険特別会計（事業勘定） （株）源流郷おおたき 

国民健康保険特別会計（診療施設勘定） （有）ちちぶ観光機構 

老人保健特別会計 （有）秩父浦山ダム振興センター 

介護保険特別会計 （財）秩父市地域振興公社 

下水道事業特別会計 （福）秩父市社会福祉事業団 

農業集落排水事業特別会計 埼玉県市町村総合事務組合 

戸別合併処理浄化槽事業特別会計  

公設地方卸売市場特別会計  

駐車場事業特別会計  

特

別

会

計 

後期高齢者医療特別会計  

水道事業会計  

対

象

範

囲 

企業

会計 市立病院事業会計  

 
作成基準日 … 平成２２年３月３１日 

一般会計および特別会計において出納整理期間（平成２２年４月１日～平成２２年５月３１日）

の収入支出については、作成基準日までに終了したものとして処理しています。 
 
○ 連結対象団体 

地方公共団体の出資比率が５０％以上の第三セクターおよび一部事務組合。 

○ 有価証券等の評価基準及び評価方法 

上場株式については、平成２２年３月３１日現在で時価評価。その他は取得価格。 
○ 非金融資産（固定資産）の減価償却・直接資本減耗の方法 

土地を除く建物等は、残存価格が０円の定額法を採用。 
○ 引当金の計上基準及び算定方法 

貸倒引当金  ：市税等にかかる未収金の回収不能による損失に備えるため、 
過去３年間の平均不納欠損率により算出。 

賞与引当金  ：賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上。 
退職給付引当金：職員が年度末に全員普通退職したと想定した場合の要支給額で、「地方公共

団体の財政の健全化に関する法律」における健全化判断比率の算定方法に

より算出した将来負担額を計上。 



４ 秩父市の財務４表（連結ベース） 

 
（１）貸借対照表 

H21年度 H20年度 増減 H21年度 H20年度 増減

15,780,225 16,480,981 ▲ 700,756 5,392,459 4,128,012 1,264,447

(1)資金 5,448,780 5,411,214 37,566 (1)公債（短期） 3,870,725 3,156,085 714,640

（現金・預金など） （翌年度償還予定の地方債）

(2)債権 2,033,159 2,026,133 7,026 (2)その他 1,521,734 971,927 549,807

（未収金・貸付金など） （賞与引当金など）

(3)有価証券 202,116 204,171 ▲ 2,055 46,776,191 44,061,899 2,714,292

(4)投資等 8,096,170 8,839,463 ▲ 743,293 (1)公債 36,915,207 35,856,224 1,058,983

（出資金・基金など） （翌々年度償還予定の地方債）

(2)退職手当引当金 6,716,442 5,109,257 1,607,185

185,735,889 187,697,840 ▲ 1,961,951 (3)その他 3,144,542 3,096,418 48,124

(1)事業用資産 95,100,939 97,292,383 ▲ 2,191,444 （未払金等のうち、

（庁舎・学校など） 翌々年度以降支払予定額）

(2)インフラ資産 90,567,966 90,405,457 162,509 52,168,650 48,189,911 3,978,739

(3)繰延資産 66,984 0 66,984

149,347,464 155,988,909 ▲ 6,641,445

201,516,115 204,178,820 ▲ 2,662,705 201,516,115 204,178,820 ▲ 2,662,705

純資産合計

資産合計 負債・純資産合計

※表示単位金額未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。

２．非流動負債

２．非金融資産

負債合計

純資産の部（返済義務を負わない資源等）

（単位：千円）

資産の部（市が保有している財産） 負債の部（市が将来返済しなければならない債務）

１．金融資産 １．流動負債

 

 

◇貸借対照表の状況                                    

「資産合計」は、2,015 億 1,611 万 5 千円です。 
資産のうち、「非金融資産」が 92.2%と大部分を占めています。その内訳は学校、文化施設などの

「事業用資産」が 951 億 93 万 9 千円、道路や橋梁などの「インフラ資産」が 905 億 6,796 万 6
千円となっています。なお、「非金融資産」は、将来の経済的便益が見込まれる資産を「事業用資

産」、将来の経済的便益が見込まれない資産を「インフラ資産」として区分しています。平成 20
年度と比較して「非金融資産」は約 20 億円減少していますが、これは土地の評価額の下落及び、

建物、施設等の減価償却による目減り分によるものです。 
 「負債合計」は、521 億 6,865 万円となっており、資産全体の 25.9%を占めています。このう

ち、翌年度に支払期限が到来する「流動負債」が 53 億 9,245 万 9 千円、翌々年度以降に支払の必

要がある「非流動負債」が 467 億 7,619 万 1 千円となっています。 
 「純資産合計」は 1,493 億 4,746 万 4 千円で資産全体の 74.1%となっており、この金額は純資

産変動計算書の「期末純資産残高」と一致します。 
 将来負担しなければならない債務に対して、これまでに整備された資産が約３倍あり、財政の

健全性は十分確保されているといえます。 
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（２）行政コスト計算書 

H21年度 H20年度 増減

経常費用　(A) 39,668,360 40,192,974 ▲ 524,614

　１．経常業務費用 20,410,348 19,962,100 448,248

(1)人件費 8,940,375 8,634,064 306,311

（職員給与・議員報酬など）

(2)物件費 5,296,717 5,839,891 ▲ 543,174

（維持補修費、減価償却費など）

(3)経費 4,928,085 4,324,111 603,974

（委託費・使用料など）

(4)業務関連費用 1,245,170 1,164,034 81,136

（地方債償還利子分など）

　２．移転支出 19,258,012 20,230,874 ▲ 972,862

(1)他会計への移転支出 0 624,730 ▲ 624,730

（他会計への繰出金）

(2)補助金等移転支出 16,072,501 16,815,458 ▲ 742,957

（負担金・補助金など）

(3)社会保障関係費等移転支出 2,699,607 2,536,265 163,342

（児童手当、生活保護費など）

(4)その他の移転支出 485,904 254,421 231,483

（補償料・寄附金など）

経常収益　(B) 6,472,043 7,377,326 ▲ 905,283

（使用料・手数料など）

純経常行政コスト　(A)-(B) 33,196,317 32,815,649 380,668

（純経常行政費用）

（単位：千円）

※表示単位金額未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。  

 

 
◇行政コスト計算書の状況                                 

行政活動に要した総行政コスト（「経常費用」）は 396 億 6,836 万円となりました。平成 20 年

度と比較すると、約 5 億円減少しています。一方、使用料・手数料などの「経常収益」は 64 億

7,204 万 3 千円ですが、こちらも平成 20 年度と比較すると、約 9 億円減少しています 
「経常費用」から「経常収益」を差し引いた「純経常行政コスト（純経常行政費用）」は 331

億 9,631 万 7 千円で、平成 20 年度と比較して約 4 億円の増加となっています。この「純経常行

政コスト」は、純資産変動計算書において、税収などの財源調達により賄われていることを示し

ます。 
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（３）純資産変動計算書 

H21年度 H20年度 増減

期首純資産残高 155,988,909 156,330,926 ▲ 342,017

１.財源変動の部 ▲ 4,991,603 ▲ 289,630 ▲ 4,701,973

(1)財源の使途 ▲ 44,620,243 ▲ 39,806,399 ▲ 4,813,844

　①純経常費用への財源措置 ▲ 33,196,317 ▲ 32,815,649 ▲ 380,668

　②固定資産形成への財源措置 ▲ 5,261,626 ▲ 4,611,495 ▲ 650,131

　③長期金融資産形成への財源措置 ▲ 879,066 ▲ 1,071,216 192,150

　④その他の財源の使途 ▲ 5,283,235 ▲ 1,308,040 ▲ 3,975,195

(2)財源の調達 39,628,640 39,516,769 111,871

　①税収 10,279,567 10,346,688 ▲ 67,121

　②移転収入 20,962,607 20,602,518 360,089

　③その他の財源の調達 8,386,467 8,567,565 ▲ 181,098

２.資産形成充当財源変動の部 6,876,884 3,262,543 3,614,341

(1)固定資産の変動 5,913,110 3,953,622 1,959,488

(2)長期金融資産の変動 861,100 ▲ 690,848 1,551,948

(3)評価・換算差額等の変動 102,675 ▲ 232 102,907

３.その他の純資産変動の部 ▲ 8,526,726 ▲ 3,314,930 ▲ 5,211,796

(1)その他の純資産の変動 ▲ 8,526,726 ▲ 3,314,930 ▲ 5,211,796

当期変動額合計 ▲ 6,641,445 ▲ 342,017 ▲ 6,299,428

期末純資産残高 149,347,464 155,988,909 ▲ 6,641,445

（単位：千円）

※表示単位金額未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。  

 

 

◇純資産変動計算書の状況                                 

 「期首純資産残高」1,559 億 8,890 万 9 千円から「期末純資産残高」1,493 億 4,746 万 4 千円を

差し引いた66億4,144万5千円が純資産の減少額となっています。税収などで財源を396億2,864
万円調達しましたが、純経常行政費用や固定資産の形成などに充てられています。 
 
◇純資産変動計算書の区分 

１．財源の変動 行政コスト計算書に計上されない資源の流出入を示します 

 (1)財源の使途 市税や補助金がどのような目的で費消されたかを示します 

 (2)財源の調達 行政コスト計算書には計上されない資源の流入を示します 

２．資産形成充当財源の変動 固定資産や長期金融資産の増加に対し、どの程度の財源が充てられたかを示します

 (1)固定資産の変動 建物、道路、公園などの固定資産の当該年度における増減を示します 

 (2)長期金融資産の変動 基金、貸付金、出資金などの長期金融資産の当該年度における増減を示します 

 (3)評価・換算差額の変動 固定資産や金融資産の評価損益を示します 

３．その他の純資産の変動 財源、資産形成充当財源以外の変動を示します 
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（４）資金収支計算書 

H21年度 H20年度 増減

期首資金残高 5,411,214 5,874,175 ▲ 462,961

１．経常的収支 5,061,878 4,869,217 192,661

（行政活動に伴う経常的な収支）

２．資本的収支 ▲ 4,065,318 ▲ 3,809,735 ▲ 255,583

（資本形成活動に伴う収支）

３．財務的収支 ▲ 958,995 ▲ 1,522,444 563,449

（地方債などの管理に伴う収支）

当期資金収支額 37,566 ▲ 462,962 500,528

期末資金残高 5,448,780 5,411,214 37,566

基礎的財政収支 996,560 1,059,482 ▲ 62,922

（経常的収支＋資本的収支）

（単位：千円）

※表示単位金額未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。  
 
 
 
◇資金収支計算書の状況                                  

「期末資金残高」は 54 億 4,878 万円で、「期首資金残高」54 億 1,121 万 4 千円から 3,756 万 6
千円の増加となっています。 

「経常的収支」は 50 億 6,187 万 8 千円の黒字で、「資本的収支」は 40 億 6,531 万 8 千円の赤

字となっていますが、「経常的収支」と「資本的収支」を合計したものを「基礎的財政収支（プラ

イマリーバランス）」といい、一般的にこの額を黒字の範囲に抑えることが望ましいと言われてい

ます。「基礎的財政収支」は 9 億 9,656 万円の黒字となっています。 
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◇財務４表分析（連結ベース）                               

 

（１）純資産比率 

 

純資産比率 ＝ 
資産合計

純資産合計
 ＝ 

千円

千円

5201,516,11
4149,347,46

 ＝ 74.1%    （H20:76.4%） 

企業会計では「自己資本比率」に相当する指標ですが、地方公共団体では、資産全体に対する

世代間負担の割合を示す指標とされています。総資産のうち、返済義務を負わない資金（過去・

現役世代の負担、国や県の負担）の割合を示します。比率が高いほど、将来世代の負担軽減が図

られているということができます。 
 
 
（２）実質純資産比率 

 

実質純資産比率 ＝ 
産資産合計－インフラ資

資産純資産合計－インフラ  

＝ 
千円千円－

千円千円－

90,567,9665201,516,11
90,567,9664149,347,46

 ＝ 
千円

千円

9110,948,14
58,779,498

 ＝ 53.0%  （H20:57.6%） 

 
 純資産比率の算出式の分母・分子からインフラ資産をそれぞれ控除して算出する比率です。イ

ンフラ資産はその性質上、換金性がほとんどゼロに等しいため、財政健全性をより厳密的に捉え

た指標であるといえます。比率が高いほど、良好な財務状態であるということができます。 
 
 
（３）住民１人当たり資産・公債 

住民１人当たり資産 ＝ 
人口

資産合計
 ＝ 

人

千円

69,479
5201,516,11

 ＝ 290 万円 

（H20:291 万 4 千円） 

   住民１人当たり公債 ＝ 
人口

地方債
  

＝ 
人

千円千円＋

69,479
,915,20763725,870,3

 ＝ 58 万 7 千円 

  （H20:55 万 7 千円） 

 
 住民１人当たりどれだけの資産を有しているか、また、どれだけの債務（公債）を負っている

かを示しています。秩父市の場合、住民１人当たりの公債は約 59 万円である一方、約 290 万円

の資産を保有しており、保有資産のほうが上回っています。 
※ 平成２２年３月３１日時点の秩父市の人口：69,479人（外国人登録を含みます。） 
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（４）住民１人当たり行政コスト 

住民１人当たり人件費 ＝ 
人口

人件費
 ＝ 

人

千円

69,479
8,940,375

 ＝ 12 万 9 千円 

   （H20:12 万 3 千円） 

 

住民１人当たり純経常行政費用 ＝ 
人口

純経常行政費用
  

＝ 
人

千円

69,479
33,196,317

 ＝ 47 万 8 千円 

  （H20:46 万 8 千円） 

   住民１人当たり純粋行政コスト ＝ 
人口

支出純経常行政費用－移転
  

＝ 
人

千円千円－

69,479
,258,0129133,196,317

 ＝ 20 万 1 千円 

    （H20:18 万円） 

 

 これらの住民１人当たりの指標は、地方公共団体の運営効率性を示す指標です。秩父市の場合、

住民１人当たりの人件費は 12 万 9 千円、税収等で賄われている行政費用（純経常行政費用）が

47 万 8 千円、さらに移転支出を差し引いた経常的な業務費用（純粋行政コスト）が 20 万 1 千円

となっており、より一層効率的な行政運営が求められます。 
※ 平成２２年３月３１日時点の秩父市の人口：69,479人（外国人登録を含みます。） 
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５ 秩父市の財務４表（単体ベース） 

 

（１）貸借対照表 

H21年度 H20年度 増減 H21年度 H20年度 増減

15,267,298 16,066,541 ▲ 799,243 5,192,616 3,927,098 1,265,518

(1)資金 5,009,386 5,040,688 ▲ 31,302 (1)公債（短期） 3,870,725 3,156,085 714,640

（現金・預金など） （翌年度償還予定の地方債）

(2)債権 1,978,198 1,980,576 ▲ 2,378 (2)その他 1,321,891 771,013 550,878

（未収金・貸付金など） （賞与引当金など）

(3)有価証券 59,275 61,330 ▲ 2,055 46,776,186 44,060,104 2,716,082

(4)投資等 8,220,438 8,983,947 ▲ 763,509 (1)公債 36,915,207 35,856,224 1,058,983

（出資金・基金など） （翌々年度償還予定の地方債）

(2)退職手当引当金 6,716,437 5,109,249 1,607,188

185,661,882 187,630,772 ▲ 1,968,890 (3)その他 3,144,542 3,094,631 49,911

(1)事業用資産 95,026,932 97,225,315 ▲ 2,198,383 （未払金等のうち、

（庁舎・学校など） 翌々年度以降支払予定額）

(2)インフラ資産 90,567,966 90,405,457 162,509 51,968,801 47,987,202 3,981,599

(3)繰延資産 66,984 66,984

148,960,378 155,710,112 ▲ 6,749,734

200,929,180 203,697,313 ▲ 2,768,133 200,929,180 203,697,313 ▲ 2,768,133

（単位：千円）

資産の部（市が保有している財産） 負債の部（市が将来返済しなければならない債務）

１．金融資産 １．流動負債

２．非流動負債

２．非金融資産

負債合計

純資産の部（返済義務を負わない資源等）

純資産合計

資産合計 負債・純資産合計

※表示単位金額未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。

 

（２）行政コスト計算書 

 - 11 - 

H21年度 H20年度 増減

経常費用　(A) 38,902,876 38,773,159 129,717

　１．経常業務費用 19,642,123 19,172,814 469,309

(1)人件費 8,346,160 8,058,295 287,865

（職員給与・議員報酬など）

(2)物件費 4,899,592 5,231,567 ▲ 331,975

（維持補修費、減価償却費など）

(3)経費 5,152,007 4,707,198 444,809

（委託費・使用料など）

(4)業務関連費用 1,244,364 1,175,753 68,611

（地方債償還利子分など）

　２．移転支出 19,260,753 19,600,345 ▲ 339,592

(1)他会計への移転支出 0 1,095 ▲ 1,095

（他会計への繰出金）

(2)補助金等移転支出 16,073,549 16,815,457 ▲ 741,908

（負担金・補助金など）

(3)社会保障関係費等移転支出 2,699,607 2,536,265 163,342

（児童手当、生活保護費など）

(4)その他の移転支出 487,597 247,528 240,069

（補償料・寄附金など）

経常収益　(B) 5,598,224 5,951,692 ▲ 353,468

（使用料・手数料など）

純経常行政コスト　(A)-(B) 33,304,652 32,821,467 483,185

（純経常行政費用）

（単位：千円）

※表示単位金額未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。  



（３）純資産変動計算書 

H21年度 H20年度 増減

期首純資産残高 155,710,112 156,111,778 ▲ 401,666

１.財源変動の部 ▲ 5,099,841 ▲ 346,945 ▲ 4,752,896

(1)財源の使途 ▲ 44,719,511 ▲ 39,800,551 ▲ 4,918,960

　①純経常費用への財源措置 ▲ 33,304,652 ▲ 32,821,467 ▲ 483,185

　②固定資産形成への財源措置 ▲ 5,253,798 ▲ 4,599,827 ▲ 653,971

　③長期金融資産形成への財源措置 ▲ 879,003 ▲ 1,071,216 192,213

　④その他の財源の使途 ▲ 5,282,058 ▲ 1,308,040 ▲ 3,974,018

(2)財源の調達 39,619,671 39,453,605 166,066

　①税収 10,279,567 10,346,688 ▲ 67,121

　②移転収入 20,962,605 20,546,334 416,271

　③その他の財源の調達 8,377,499 8,560,584 ▲ 183,085

２.資産形成充当財源変動の部 6,869,065 3,260,209 3,608,856

(1)固定資産の変動 5,905,282 3,951,288 1,953,994

(2)長期金融資産の変動 861,108 ▲ 690,848 1,551,956

(3)評価・換算差額等の変動 102,675 ▲ 232 102,907

３.その他の純資産変動の部 ▲ 8,518,958 ▲ 3,314,930 ▲ 5,204,028

(1)その他の純資産の変動 ▲ 8,518,958 ▲ 3,314,930 ▲ 5,204,028

当期変動額合計 ▲ 6,749,733 ▲ 401,666 ▲ 6,348,067

期末純資産残高 148,960,378 155,710,112 ▲ 6,749,734

（単位：千円）

※表示単位金額未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。  

 

（４）資金収支計算書 

H21年度 H20年度 増減

期首資金残高 5,040,688 5,519,708 ▲ 479,020

１．経常的収支 4,966,971 4,782,504 184,467

（行政活動に伴う経常的な収支）

２．資本的収支 ▲ 4,039,279 ▲ 3,739,080 ▲ 300,199

（資本形成活動に伴う収支）

３．財務的収支 ▲ 958,995 ▲ 1,522,444 563,449

（地方債などの管理に伴う収支）

当期資金収支額 ▲ 31,302 ▲ 479,020 447,718

期末資金残高 5,009,386 5,040,688 ▲ 31,302

基礎的財政収支 927,693 1,043,424 ▲ 115,731

（経常的収支＋資本的収支）

（単位：千円）

※表示単位金額未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。  
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